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 国際規格と答申案との対照表 

 

番号 CISPR16-2-2 Ed1.2 (2005)の項および表題 差違 理由 

1 
（１２）ITU-R 勧告 BS.468-4:音声放送における音

声周波数雑音電圧レベルの測定 
削除。 

原規格の本文で引用されてい

ないので削除。 

2 3.6 エミッション 削除。 

原規格では、「電磁エネルギー

の発生現象」として定義してい

るが、本答申では、「妨害波」

という意味で使用している。 
従って、原規格の定義は誤解を

招くため、削除。 

3 3.7 同軸ケーブル 削除。 
本答申の利用者にとっては、周

知の事実であるため、削除。 

4 3.8 コモンモード電圧（非対称妨害波電圧） 
（各線に関する一線大地間電圧のベ

クトル和の１／２）を追加。 
定義をわかりやすくするため

に、例示した。 

5 3.12 重み付け 削除。 
16-1-1 の答申にすでに規定さ

れている。 

6 
3.13 連続妨害波 
3.14 不連続妨害波 

削除。 
本答申では使用しないため、削

除。 

7 5 測定装置類の接続 
擬似回路網、電圧・電流プローブお

よびアンテナのような関連装置の接

続に関する字句を削除し、表題を「吸

これらの装置類は、本答申の妨

害波電力測定には不要。 
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番号 CISPR16-2-2 Ed1.2 (2005)の項および表題 差違 理由 

収クランプの接続」に変更。 

8 
5.1 関連装置との接続 
5.2 基準接地との接続 
5.3 擬似電源回路網との接続 

削除。 
これらの装置類は、本答申の妨

害波電力測定には不要。 

9 6 e） 電圧プローブのインピーダンス規定 削除。 
電圧プローブは、本答申の妨害

波電力測定には不要。 

10 6.1 供試装置以外からの妨害波 
「なお、外来波レベルが規定レベル

を超える場合には、適合性評価試験

報告書に記載すること」を削除。 

許容値を超える環境では測定

すべきではない。 

11 6.1.1 適合性試験 

アンテナおよび電界強度に関する記

述を削除。 
帯域幅を減じた測定に関する記述も

削除。 
その他の記述を 6.1 に移動。 

アンテナおよび電界強度に関

する記述は、本答申の妨害波電

力測定には不要。 
帯域幅を狭めることは適合性

評価試験の基本的要求条件に

合致しない。 

12 6.4 測定結果の解釈 表題を「測定結果の記録」に修正。 
本項の記載内容に合わせるた

め。 

13 6.4.1 連続妨害波 
この項の全ての内容を6.4に移動し、

項目を削除。 
 

14 6.4.2 不連続妨害波 
6.4.3 妨害波の継続時間の測定 削除。 

妨害波電力測定に関係のない

項目なので、不要。 
15 7.1 (吸収クランプ測定法) まえがき 「ただし妨害波電力測定法の的確な 本記述は、誤解を招くため削
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番号 CISPR16-2-2 Ed1.2 (2005)の項および表題 差違 理由 

モデルはないので、不確かさの考察

や、放射妨害波測定法と妨害波電力

測定法間の比較は難しい。」を削除。 
 
「吸収クランプに関する歴史的な背

景については、付則 A に詳細を示

す。」を削除。 

除。 
 
 
 
 
歴史的背景は答申に馴染まな

い。 

16 7.2.3 被試験導線に対する要求事項 
表題を、「電源線以外の外部導線に対

する要求事項」に変更。 
本項の記載内容に合わせるた

め。 

17 7.3.3 吸収クランプ試験場の要求事項 

「注２ 供試装置台及びアンテナ昇

降 台 の 要 求 条 件 と 適 性 評 価 は

CISPR16-1-3 Ed.2 に記載されてい

るまた、その材料として、相対誘電

率 εｒ＜1.5 の材料を使用することが

推奨されている。」を削除。 

アンテナ昇降台は、妨害波電力

測定に使用しない。 
該当する CISPR publication
に相対誘電率の規定はない。 

18 7.5.1 被試験導線 
注 1 の「クランプ基準点」を「クラ

ンプ移動台基準点」に修正。 
注 3 を削除。 

注 1 については、明らかな字句

の間違い。 
注 3 は、各国間の電源方式の違

いに関する記述なので、不要。 

19 7.6.2 供試装置の配置 
注の「製品委員会」を「製品規格を

作る際は」に修正。 
答申に相応しい用語に修正。 

20 7.10 測定不確かさの評価 「測定装置の不確かさは適合判定 不確かさを適合判定に利用す
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（7.11 項）に考慮しなければならな

い。すなわち、合意された UCISPR値

を超える不確かさは適合判定に取り

入れなければならない。吸収クラン

プ法の UCISPR 値は 4.5 dB である。

（CISPR16-4-2 4.1 項）」を削除。 

るかどうかは製品規格の判断

である。 

21 7.11 適合判定基準 

「UCISPR 値 = 4.5 dB を超える不確

かさは適合判定に取り入れること。

適合判定基準の適用に関する指針は

CISPR16-4-2 に示されている。」を

削除。 

不確かさを適合判定に利用す

るかどうかは製品規格の判断

である。 

22 8.3 事前測定 

「放射妨害波の場合、断続的な尖頭

値が背景雑音レベルより低いために

検出することができない場合がある

ため、アンテナの偏波を変えて測定

し直すこと。」を削除。 

妨害電力測定に、アンテナは使

用しない。 
 

23 8.4 測定データの絞り込み 

「その他のデータ絞り込みの例とし

て、異なる検波器を用いて許容値に

対する振幅の比較を順番に行う方法

が CISPR 16-2-1 付則 C のフローチ

ャートに示されている。データの絞

り込みはソフトウエアツールで完全

単なる情報であり、答申に馴染

まない。 
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に自動的に行ってもよいし、測定者

によって手動で行ってもよい。この

作業は自動測定から独立して区分す

る必要はなく、事前測定の一部とみ

なしてもよい。 
ある特定の周波数範囲、特に FM 帯

域では、音声による周囲雑音との判

別法が非常に有効である。そのため

には信号を復調して変調信号を聞き

取れるようにする必要がある。事前

測定の出力リストに多数の候補が含

まれ、音声による判別が必要な場合、

かなり時間のかかる作業となる。し

かし、あらかじめ聴取すべき周波数

帯がわかっている場合は、その帯域

内の信号についてだけ聴取を行えば

よい。本作業で絞り込まれた結果は、

以後の測定のために別の候補リスト

に記録する。」を削除。 

24 8.6 後処理と報告書の作成 
「手順の最後は文書化に関するもの

である。測定値リストを分類・相互

比較するソフトウエアは、測定者が

単なる情報であり、答申に馴染

まない。 
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必要な報告書や文書を編集する場合

に助けとなる。尖頭値、準尖頭値、

平均値の各振幅値を補正し、分類や

選択に利用できるようにしておくこ

と。これらの処理結果は、別の出力

リストとして保存するか、あるいは

統合してひとつのリストとして文書

化や次のステップの処理が行われ

る。」を削除。 

25 付則 A 削除。 
歴史的背景は答申に馴染まな

いので削除。 
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